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位には、①秋田 22.7%、 ②新潟 22.2%、③青森 22.1%、④富山 22.0%、⑤鳥取 21.9%と人口規模の小さな

















地域別の平均（人口を考慮しない単純平均）では、北海道・東北が 20.4%、関東が 19.0%、中部が 20.2%、
近畿が 19.5%、中国・四国が 19.8%、九州・沖縄が 18.8%であり、やや東高西低の傾向が認められるが、それ
ほど顕著ではない。しかし、都道府県ごとのパラサイト・シングル率は大きな違いがあり、国内最高の秋田県
は 22.7%で、最低の東京都の 14.6%の 1.6倍もある。また、都道府県別のランキング上位には、①秋田 22.7%、
②新潟 22.2%、③青森 22.1% ④富山 22.0%、⑤鳥取 21.9%と人口規模の小さな県が並び、下位には㊸広島





図 1  各都道府県のパラサイト・シングル率＊ 























































































































図1  各都道府県のパラサイト・シングル率＊ 




























地域別の平均（人口を考慮しない単純平均）では、北海道・東北が 20.4%、関東が 19.0%、中部が 20.2%、
近畿が 19.5%、中国・四国が 19.8%、九州・沖縄が 18.8%であり、やや東高西低の傾向が認められるが、それ
ほど顕著ではない。しかし、都道府県ごとのパラサイト・シングル率は大きな違いがあり、国内最高の秋田県
は 22.7%で、最低の東京都の 14.6%の 1.6倍もある。また、都道府県別のランキング上位には、①秋田 22.7%、
②新潟 22.2%、③青森 22.1%、④富山 22.0%、⑤鳥取 21.9%と人口規模の小さな県が並び、下位には㊸広島





図 1  各都道府県のパラサイト・シングル率＊ 






























































































































全指標は最小と最大が 0と 1になるよう正規化して解析に用いた。 
 
 
表 1  説明変数の内訳、定義とデータ源 
分野 説明変数 定義 データ源 
人口・世帯 人口密度 可住地面積当たりの人口密度 社会生活統計指標 
 都市化 人口集中地区の人口割合 社会生活統計指標 
 世帯人数 一般世帯の平均人員 国勢調査 
 核家族 核家族世帯の割合 国勢調査 
 三世代 三世代世帯の割合 国勢調査 
 兄弟姉妹数 世帯の兄弟姉妹数の平均 国勢調査 
住居 持家 持家比率 住宅土地統計調査 
 部屋数 1住宅当たりの居住室数 住宅土地統計調査 
 床面積 1住宅当たりの延床面積 住宅土地統計調査 
 畳数 1人当たりの住宅の畳数 住宅土地統計調査 
教育 中卒 最終学歴が中学卒の者の割合 社会生活統計指標 
 高卒 最終学歴が高校卒の者の割合 社会生活統計指標 
 短大・高専卒 最終学歴が短大・高専卒の者の割合 社会生活統計指標 
 大卒・院卒 最終学歴が大学・大学院卒の者の割合 社会生活統計指標 
経済 世帯収入 1世帯当たり 1か月間の収入 社会生活統計指標 
 ジニ係数 所得格差を示す指数 全国消費生活実態調査 
 貧困率 貧困層の比率 全国消費生活実態調査 
 貯蓄 1世帯当たりの貯蓄現在高 社会生活統計指標 
労働 労働力率 労働力人口割合 国勢調査 
 就業率 15歳以上の有業者の割合 国勢調査 
 失業率 労働力人口当たりの完全失業者数の割合 社会生活統計指標 
 一次産業 第一次産業の就業率 就業構造基本調査 
 二次産業 第二次産業の就業率 就業構造基本調査 
 三次産業 第三次産業の就業率 就業構造基本調査 
 正規率 正社員雇用率 就業構造基本調査 
 非正規率 非正規雇用率 就業構造基本調査 
 共働き 共働き世帯の割合 社会生活統計指標 
 パート パートタイム就職率 社会生活統計指標 
























SVM のソフトウエアはLIBSVM ver. 3.11 8)の回帰機能（SVR）を、カーネル関数はRBF を用いた。多
数の説明変数の中から要因を探索するためには SVM モデルと説明変数の最適化を行う必要がある。本








































そこで、以下の手順により要因 探索 行った。 











3  結果と考察 
以上の方法により、29 種の説明変数の中から要因を探索した結果、8 種の説明変数を用いた場合に RMSE
が最小となった。このときのパラサイト・シングル率の予測値は図 2のように実測値をよく再現しており、そ
のときの回帰決定係数（R2）は 0.807で、危険率 1%で有意と判定される。したがって、この 8種の説明変数
が 47都道府県のパラサイト・シングル率の要因といえる。 




























図 2  パラサイト・シングル率の実測値 vs予測値の散布図 
 
 
表 2  要因の内訳、分野、感度、寄与率、および秋田県と東京都の危険度順位 




危険要因 抑制要因 秋田県 東京都 
1 持家 住居 0.457  47.3   2 47 
2 失業率 労働 0.328  24.4  22 33 
3 部屋数 住居 0.195   8.6  10 47 
4 都市化 人口・世帯  -0.185  7.7   8 47 
5 兄弟姉妹数 人口・世帯  -0.141  4.5   3  1 
6 世帯収入 経済  -0.117  3.1   5 46 
7 中卒 教育 0.108   2.6   3 47 





















図2  パラサイト・シン  vs の散布図 


















































































順の順位であるが、国内 1 位の秋田県では失業率を除く 7 要因の危険度順位がいずれも高く、また、
国内最下位の東京都では兄弟姉妹数を除く 7 要因の順位がいずれも低い。以上の結果は、表 2 の 8 要
因が都道府県別のパラサイト・シングル率を有意に再現する重要要因であることを示している。 
8 種の要因の寄与率を分野別に集計すると、人口・世帯分野は 2 要因で寄与率の合計は12.2%、住居
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